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(57)【要約】
【課題】ポリアリレート樹脂を感光層に含有すると耐摩耗性に向上は見られるが、感光層
の収縮が大きくなるため、内部応力が大きくなり、感光層の密着性において充分な性能が
得られない場合がある。基板や隣接層間の剥離が発生することのない電子写真感光体を提
供する。
【解決手段】導電性支持体上に少なくとも感光層を有する電子写真感光体において、該感
光層が、カルボン酸末端値が100μ当量／g以上、500μ当量／g以下であるポリアリレート
樹脂及びトリフェニルアミン化合物を含有することを特徴とする電子写真感光体。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性支持体上に少なくとも感光層を有する電子写真感光体において、該感光層が、カ
ルボン酸末端値が100μ当量／g以上、500μ当量／g以下であるポリアリレート樹脂及びト
リフェニルアミン化合物を含有することを特徴とする電子写真感光体。
【請求項２】
　前記カルボン酸末端値が、150μ当量／ｇ以上、500μ当量／g以下であることを特徴と
する請求項１に記載の電子写真感光体。
【請求項３】
　前記ポリアリレート樹脂が、下記式（１）で表される構造単位を有することを特徴とす
る請求項１又は２に記載の電子写真感光体。
【化１】

　（式（１）中、Ａｒ１～Ａｒ４はそれぞれ独立に置換基を有していてもよいアリーレン
基を表し、Ｘは単結合、酸素原子、硫黄原子、又はアルキレン基を表す。sは０以上２以
下の整数を表す。Ｙは、単結合、酸素原子、硫黄原子、又はアルキレン基を表す。）
【請求項４】
　前記ポリアリレート樹脂の粘度平均分子量Mvが10000～200000であることを特徴とする
請求項１～３のいずれか１項に記載の電子写真感光体。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の電子写真感光体と、該電子写真感光体を帯電させ
る帯電手段とを備えることを特徴とするプロセスカートリッジ。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の電子写真感光体と、該電子写真感光体を帯電させ
る帯電手段と、帯電した該電子写真感光体に対し露光を行ない静電潜像を形成する露光手
段と、前記静電潜像をトナーで現像する現像手段と、前記トナーを被転写体に転写する転
写手段とを備えることを特徴とする画像形成装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真感光体、電子写真感光体カートリッジ、及び画像形成装置に関する
。特に、感光層の接着性に関して著しく優れる電子写真感光体、電子写真感光体カートリ
ッジ、及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真技術は、即時的に高品質の画像が得られることなどから、複写機、プリンター
、印刷機として広く使われている。電子写真技術の中核となる電子写真感光体（以下適宜
「感光体」という）については、無公害で成膜が容易、製造が容易である等の利点を有す
る有機系の光導電物質を使用した感光体が広く使用されている。
近年、高画質化の要求により、トナーの小径化が進み、中でもケミカルトナーにおいては
形状が球に近い形態となることが多いため、感光体上に残ったトナーをブレードによりク
リーニングする際にすり抜けが発生し易く、その結果地汚れ等の画像欠陥となる可能性が
高くなっている。そのため、クリーニングブレードを強い圧力で感光体に当接し、トナー
のすり抜けを防止する対策が取られることが多くなっている。
【０００３】
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　クリーニングブレードの感光体への当接圧が大きくなると、ブレードが感光体最表面と
くっつき／滑りを繰り返す、いわゆるスティック・スリップ現象によるビビリを生じ、そ
の結果、クリーニング不良や、異音を発生するリスクが高くなる。また、トナー成分であ
る外添剤やトナーキャリアがクリーニングブレードにニップ部を介して感光体に強く押し
当てられた状態で回転することにより、感光層の摩耗の増大による感光体寿命の低下や、
周方向傷の発生による画像欠陥も発生し易くなる。また、感光体表面にトナーの成分であ
る外添剤やワックス等が固着し、除去が困難になる、いわゆるフィルミング現象も発生し
易くなり、持続的な画像欠陥となるリスクも高くなってくる。
【０００４】
　このように、感光体に対してはより厳しい使用条件下でも画像欠陥や異音、寿命の低減
を最小限にするような表面機械物性を有することが求められる。表面機械物性を改良する
手段として、感光体の最表層に保護層を設けることが検討されているものの、生産性が低
下し、コスト高となるため、一部のハイエンド機用途以外は、適用が難しいケースが多い
。一方、感光体の最表層にポリエステル樹脂、中でも高い弾性変形率を有するポリアリレ
ート樹脂（全芳香族系ポリエステル樹脂）を使用することが、上記のような厳しい機械物
性の改良要求に応えられる手段として実用化されている。
【０００５】
　例えば、商品名「Ｕ－ポリマー」として市販されているポリアリレート樹脂をバインダ
ーとして用いた電子写真感光体は、ポリカーボネートを用いる場合と比較して感度が向上
することが報告されている（特許文献１参照）。しかしながら、この樹脂を溶解して調製
した塗布液の安定性が低く、塗布製造が困難な場合がある。この問題に対し、特定構造の
２価フェノール成分を用いたポリエステル樹脂をバインダー樹脂とすることで、電子写真
感光体を製造する際に用いる塗布溶液の安定性の向上、及び電子写真感光体の機械的強度
、耐摩耗性の改良が報告されている（特許文献２～特許文献４参照）。更に、ポリエステ
ル樹脂のジカルボン酸成分にジフェニルエーテルジカルボン酸成分を用いることで、感光
体の機械的強度が一段と向上することが報告されている（特許文献５、特許文献６参照）
。しかしながら、ポリアリレート系樹脂はポリカーボネート系樹脂と比較して、分子の極
性が大きく、電荷輸送能が相対的に劣る問題があった。
【０００６】
　一方、ポリオレフィン等の樹脂では、カルボキシル基を導入することにより接着性が向
上することは一般に知られているが(特許文献７)、極性基の多い樹脂を感光層に用いるこ
とは電子写真感光体の電気特性に悪影響があるため、極性基はなるべく減らすことが求め
られてきた（特許文献８）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開昭５６－１３５８４４号公報
【特許文献２】特開平３－６５６７号公報
【特許文献３】特開平９－２２１２６号公報
【特許文献４】特開２００４－２９４７５０号公報
【特許文献５】特開２００６－５３５４９号公報
【特許文献６】特開２００８－２９３００６号公報
【特許文献７】特開平７－２０６９４６号公報
【特許文献８】特許３６２１１６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　発明者らの検討によれば、ポリアリレート樹脂を感光層に含有すると耐摩耗性に向上は
見られるが、感光層の収縮が大きくなるため、内部応力が大きくなり、感光層の密着性に
おいて充分な性能が得られない場合があり、基板や隣接層との接着性が不充分な際に、層
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の剥離が発生するという問題があった。
　本発明は上述の課題に鑑みてなされたものである。即ち、本発明の目的は、感光体の特
性に影響することなく感光層の接着性が著しく良好に保たれ、電気特性が良好な電子写真
感光体を提供すること、また該電子写真感光体を用いたプロセスカートリッジ、及び画像
形成装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、感光層に特定のカルボン酸末端量を持つ樹脂を含有する電子写真感光体
によって、著しく接着性が改善できることを見出した。即ち本発明の要旨は以下に存する
。
＜１＞導電性支持体上に少なくとも感光層を有する電子写真感光体において、該感光層が
、カルボン酸末端値が100μ当量／g以上、500μ当量／g以下であるポリアリレート樹脂及
びトリフェニルアミン化合物を含有することを特徴とする電子写真感光体。
＜２＞前記カルボン酸末端値が、150μ当量／ｇ以上、500μ当量／g以下であることを特
徴とする＜２＞に記載の電子写真感光体。
＜３＞前記ポリアリレート樹脂が、下記式（１）で表される構造単位を有することを特徴
とする＜１＞～＜３＞のいずれか１つに記載の電子写真感光体。
【００１０】
【化１】

【００１１】
（式（１）中、Ａｒ１～Ａｒ４はそれぞれ独立に置換基を有していてもよいアリーレン基
を表し、Ｘは単結合、酸素原子、硫黄原子、又はアルキレン基を表す。sは０以上２以下
の整数を表す。Ｙは、単結合、酸素原子、硫黄原子、又はアルキレン基を表す。）
＜４＞前記ポリアリレート樹脂の粘度平均分子量Ｍｖが10000～200000であることを特徴
とする＜１＞～＜３＞のいずれか１つに記載の電子写真感光体。
＜５＞＜１＞～＜４＞のいずれか１つに記載の電子写真感光体と、該電子写真感光体を帯
電させる帯電手段とを備えることを特徴とするプロセスカートリッジ。
＜６＞＜１＞～＜４＞のいずれか１つに記載の電子写真感光体と、該電子写真感光体を帯
電させる帯電手段と、帯電した該電子写真感光体に対し露光を行ない静電潜像を形成する
露光手段と、前記静電潜像をトナーで現像する現像手段と、前記トナーを被転写体に転写
する転写手段とを備えることを特徴とする画像形成装置。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の電子写真感光体は、電荷輸送層に特定のカルボン酸末端量を持つ樹脂を含有す
ることにより、感光層の接着性を著しく良好にできるものであり、該電子写真感光体を備
える電子写真プロセスカートリッジ、及び該電子写真感光体を備える画像形成装置を提供
することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の画像形成装置の一実施態様の要部構成を示す概略図である。
【図２】実施例で用いたオキシチタニウムフタロシアニンのＣｕＫα特性Ｘ線による粉末
Ｘ線回折スペクトルを示す。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
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　以下、本発明の実施の形態につき詳細に説明するが、本発明は以下の説明に限定される
ものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において、適宜変更して実施することがで
きる。
【００１５】
　[電子写真感光体]
　以下、本発明の電子写真感光体について詳述する。
　＜導電性支持体＞
　感光体に用いる導電性支持体としては、例えばアルミニウム、アルミニウム合金、ステ
ンレス鋼、銅、ニッケル等の金属材料や、金属、カーボン、酸化錫などの導電性粉体を添
加して導電性を付与した樹脂材料や、アルミニウム、ニッケル、ＩＴＯ（酸化インジウム
酸化錫）等の導電性材料をその表面に蒸着又は塗布した樹脂、ガラス、紙等が主として使
用される。形態としては、ドラム状、シート状、ベルト状などのものが用いられる。金属
材料の導電性支持体に、導電性・表面性などの制御のためや欠陥被覆のために。適当な抵
抗値をもつ導電性材料を塗布したものでもよい。
【００１６】
　導電性支持体としてアルミニウム合金等の金属材料を用いた場合、陽極酸化被膜を施し
てから用いてもよい。陽極酸化被膜を施した場合、公知の方法により封孔処理を施すのが
望ましい。
　例えば、クロム酸、硫酸、シュウ酸、ホウ酸、スルファミン酸等の酸性浴中で、陽極酸
化処理することにより形成されるが、硫酸中での陽極酸化処理がより良好な結果を与える
。硫酸中での陽極酸化の場合、硫酸濃度は１００―３００ｇ／ｌ、溶存アルミニウム濃度
は２－１５ｇ／ｌ、液温は１５－３０℃、電解電圧は１０－２０Ｖ、電流密度は０．５－
２Ａ／ｄｍ２の範囲内に設定されるのが好ましいが、前記条件に限定されるものではない
。
　このようにして形成された陽極酸化被膜に対して、封孔処理を行うことは好ましい。封
孔処理は、通常の方法でよいが、例えば、主成分としてフッ化ニッケルを含有する水溶液
中に浸漬させる低温封孔処理、あるいは主成分として酢酸ニッケルを含有する水溶液中に
浸漬させる高温封孔処理が施されるのが好ましい。
【００１７】
　上記低温封孔処理の場合に使用されるフッ化ニッケル水溶液濃度は、適宜選べるが、３
－６ｇ／ｌの範囲で使用された場合、より好ましい結果が得られる。また、封孔処理をス
ムーズに進めるために、処理温度としては、２５－４０℃、好ましくは３０－３５℃で、
また、フッ化ニッケル水溶液のｐＨは、４．５－６．５、好ましくは５．５－６．０の範
囲で処理するのがよい。ｐＨ調節剤としては、シュウ酸、ホウ酸、ギ酸、酢酸、水酸化ナ
トリウム、酢酸ナトリウム、アンモニア水等を用いることが出来る。処理時間は、被膜の
膜厚１μｍあたり１－３分の範囲で処理することが好ましい。なお、被膜物性を更に改良
するためにフッ化コバルト、酢酸コバルト、硫酸ニッケル、界面活性剤等をフッ化ニッケ
ル水溶液に添加しておいてもよい。次いで水洗、乾燥して低温封孔処理を終える。
【００１８】
　前記高温封孔処理の場合の封孔剤としては、酢酸ニッケル、酢酸コバルト、酢酸鉛、酢
酸ニッケル－コバルト、硝酸バリウム等の金属塩水溶液を用いることが出来るが、特に酢
酸ニッケルを用いるのが好ましい。酢酸ニッケル水溶液を用いる場合の濃度は５－２０ｇ
／ｌの範囲内で使用するのが好ましい。処理温度は８０－１００℃、好ましくは９０－９
８℃で、また、酢酸ニッケル水溶液のｐＨは５．０－６．０の範囲で処理するのが好まし
い。ここでｐＨ調節剤としてはアンモニア水、酢酸ナトリウム等を用いることが出来る。
処理時間は１０分以上、好ましくは２０分以上処理するのが好ましい。なお、この場合も
被膜物性を改良するために酢酸ナトリウム、有機カルボン酸、アニオン系、ノニオン系界
面活性剤等を酢酸ニッケル水溶液に添加してもよい。
【００１９】
　次いで水洗、乾燥して高温封孔処理を終える。平均膜厚が厚い場合には、封孔液の高濃
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度化、高温・長時間処理により強い封孔条件を必要とする。従って生産性が悪くなると共
に、被膜表面にシミ、汚れ、粉ふきといった表面欠陥を生じやすくなる。このような点か
ら、陽極酸化被膜の平均膜厚は通常２０μｍ以下、特に７μｍ以下で形成されることが好
ましい。
【００２０】
　支持体表面は、平滑であってもよいし、特別な切削方法を用いたり、研磨処理したりす
ることにより、粗面化されていてもよい。また、支持体を構成する材料に適当な粒径の粒
子を混合することによって、粗面化されたものであってもよい。また、安価化のためには
切削処理を施さず、引き抜き管をそのまま使用することも可能である。特に引き抜き加工
、インパクト加工、しごき加工等の非切削アルミニウム基体を用いる場合、処理により、
表面に存在した汚れや異物等の付着物、小さな傷等が無くなり、均一で清浄な基体が得ら
れるので好ましい。
【００２１】
　＜下引き層＞
　導電性支持体と後述する感光層との間には、接着性・ブロッキング性等の改善のため、
下引き層を設けてもよい。下引き層としては、樹脂、樹脂に金属酸化物等の粒子を分散し
たものなどが用いられる。
　下引き層に用いられる金属酸化物粒子の例としては、酸化チタン、酸化アルミニウム、
酸化珪素、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛、酸化鉄等の１種の金属元素を含む金属酸化物粒
子、チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、チタン酸バリウム等の複数の金属元
素含む金属酸化物粒子が挙げられる。１種類の粒子のみを用いていてもよいし、複数の種
類の粒子を混合して用いてもよい。これらの金属粒子の中で、酸化チタン及び酸化アルミ
ニウムが好ましく、特に酸化チタンが好ましい。酸化チタン粒子は、その表面に、酸化錫
、酸化アルミニウム、酸化アンチモン、酸化ジルコニウム、酸化珪素等の無機物、又はス
テアリン酸、ポリオール、シリコーン等の有機物による処理を施されていてもよい。酸化
チタン粒子の結晶型としては、ルチル、アナターゼ、ブルッカイト、アモルファスのいず
れも用いることが出来る。また、複数の結晶状態のものが含有されていてもよい。
【００２２】
　また、金属酸化物粒子の粒径としては、種々のものが利用できるが、中でも特性及び液
の安定性の面から、平均一次粒径としては１０ｎｍ以上１００ｎｍ以下が好ましく、特に
好ましいのは、１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下である。この平均一次粒径は、ＴＥＭ写真等か
ら得ることができる。
【００２３】
　下引き層は、前記金属酸化物粒子をバインダー樹脂に分散した形で形成するのが望まし
い。下引き層に用いられるバインダー樹脂としては、エポキシ樹脂、ポリエチレン樹脂、
ポリプロピレン樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、ポリアミド樹脂、塩化ビニル樹脂
、酢酸ビニル樹脂、フェノール樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリイ
ミド樹脂、塩化ビニリデン樹脂、ポリビニルアセタール樹脂、塩化ビニル－酢酸ビニル共
重合体、ポリビニルアルコール樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアクリル酸樹脂、ポリアク
リルアミド樹脂、ポリビニルピロリドン樹脂、ポリビニルピリジン樹脂、水溶性ポリエス
テル樹脂、ニトロセルロース等のセルロースエステル樹脂、セルロースエーテル樹脂、カ
ゼイン、ゼラチン、ポリグルタミン酸、澱粉、スターチアセテート、アミノ澱粉、ジルコ
ニウムキレート化合物、ジルコニウムアルコキシド化合物等の有機ジルコニウム化合物、
チタニルキレート化合物、チタニルアルコキシド化合物等の有機チタニル化合物、シラン
カップリング剤などの公知の結着樹脂を用いることが出来る。これらは単独、もしくは硬
化剤とともに硬化した形で使用できる。中でも、アルコール可溶性の共重合ポリアミド、
変性ポリアミド等は良好な分散性、塗布性を示し好ましい。
【００２４】
　下引き層に用いられるバインダー樹脂に対する無機粒子の添加比は任意に選ぶことが可
能であるが、分散液の安定性、塗布性の観点から、バインダー樹脂に対して、通常は１０
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質量％以上、５００質量％以下の範囲で使用することが好ましい。
　下引き層の膜厚は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意であるが、電子写真感光
体の電気特性、強露光特性、画像特性、繰り返し特性、及び製造時の塗布性を向上させる
観点から、通常は０．０１μｍ以上、好ましくは０．１μｍ以上、また、通常３０μｍ以
下、好ましくは２０μｍ以下である。下引き層には、公知の酸化防止剤等を混合しても良
い。また、下引き層は、画像欠陥防止などを目的として、顔料粒子、樹脂粒子等を含有さ
せ用いてもよい。
【００２５】
　＜感光層＞
　感光層は、上述の導電性支持体上に（前述の下引き層を設けた場合は下引き層上に）形
成される。感光層は、本願で規定するポリアリレートを含有する層であり、その型式とし
ては、電荷発生物質と電荷輸送物質（本願で規定する電荷輸送物質を含む）とが同一層に
存在し、それらがバインダー樹脂中に分散した単層構造のもの（以下適宜、「単層型感光
層」という。）と、電荷発生物質がバインダー樹脂中に分散された電荷発生層及び電荷輸
送物質（本願で規定する電荷輸送物質を含む）がバインダー樹脂中に分散された電荷輸送
層を含む、二層以上の層からなる積層構造の機能分離型のもの（以下適宜、「積層型感光
層」という）が挙げられるが、何れの形態であってもよい。
【００２６】
　また、積層型感光層としては、導電性支持体側から電荷発生層、電荷輸送層をこの順に
積層して設ける順積層型感光層と、逆に導電性支持体側から電荷輸送層、電荷発生層の順
に積層して設ける逆積層型感光層とがあり、いずれを採用することも可能であるが、最も
バランスの取れた光導電性を発揮できる順積層型感光層が好ましい。
【００２７】
　＜機能分離型感光層＞
　＜電荷発生層＞
　積層型感光層（機能分離型感光層）の電荷発生層は、電荷発生材料を含有すると共に、
通常はバインダー樹脂と、必要に応じて使用されるその他の成分とを含有する。このよう
な電荷発生層は、例えば、電荷発生材料の微粒子及びバインダー樹脂を溶媒又は分散媒に
溶解又は分散して塗布液を作製し、これを順積層型感光層の場合には導電性支持体上に（
下引き層を設ける場合は下引き層上に）、また、逆積層型感光層の場合には電荷輸送層上
に塗布、乾燥して得ることができる。
【００２８】
　＜電荷発生物質＞
　電荷発生物質は単独として用いてもよいし、又はいくつかの染顔料との混合状態で用い
てもよい。
　電荷発生物質としては、セレニウム及びその合金、硫化カドミウム等の無機系光導電材
料と、有機顔料等の有機系光導電材料とが挙げられるが、有機系光導電材料の方が好まし
く、中でも特に有機顔料が好ましい。有機顔料としては、例えば、フタロシアニン顔料、
アゾ顔料、ジチオケトピロロピロール顔料、スクアレン（スクアリリウム）顔料、キナク
リドン顔料、インジゴ顔料、ペリレン顔料、多環キノン顔料、アントアントロン顔料、ベ
ンズイミダゾール顔料等が挙げられる。これらの中でも、混合状態として用いる染顔料と
しては、光感度の面から、特にフタロシアニン顔料又はアゾ顔料が好ましい。電荷発生物
質として有機顔料を使用する場合、通常はこれらの有機顔料の微粒子を、各種のバインダ
ー樹脂で結着した分散層の形で使用する。
【００２９】
　電荷発生物質としてフタロシアニン顔料を用いる場合、具体的には、無金属フタロシア
ニン及び金属含有フタロシアニンが使用される。金属含有フタロシアニンの具体的な例と
しては、銅、インジウム、ガリウム、錫、チタン、亜鉛、バナジウム、シリコン、ゲルマ
ニウム等の金属、又はその酸化物、ハロゲン化物、水酸化物、アルコキシド等の配位した
フタロシアニン類の各種結晶型が使用される。特に、感度の高い結晶型であるＡ型（別称
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β型）、Ｂ型（別称α型）、Ｄ型（別称Ｙ型）等のチタニルフタロシアニン（別称：オキ
シチタニウムフタロシアニン）、バナジルフタロシアニン、クロロインジウムフタロシア
ニン、II型等のクロロガリウムフタロシアニン、Ｖ型等のヒドロキシガリウムフタロシア
ニン、Ｇ型，Ｉ型等のμ－オキソ－ガリウムフタロシアニン二量体、II型等のμ－オキソ
－アルミニウムフタロシアニン二量体が好適である。
【００３０】
　なお、これらのフタロシアニンのうち、Ａ型（β型）、Ｂ型（α型）、Ｄ型（Ｙ型）オ
キシチタニウムフタロシアニン、II型クロロガリウムフタロシアニン、Ｖ型ヒドロキシガ
リウムフタロシアニン、Ｇ型μ－オキソ－ガリウムフタロシアニン二量体等が特に好まし
い。特に、オキシチタニウムフタロシアニンは、ＣｕＫα特性Ｘ線による粉末Ｘ線回折ス
ペクトルにおいて、ブラッグ角（２θ±０．２°）２７．２°に主たる明瞭な回折ピーク
を有するものが好ましい。
【００３１】
　また、該オキシチタニウムフタロシアニンは、ＣｕＫα特性Ｘ線による粉末Ｘ線回折ス
ペクトルにおいて、ブラッグ角（２θ±０．２°）９．０°～９．７°に、明瞭な回折ピ
ークを有することが好ましく、電子写真感光体特性に面から、９．６°、２４．１°、２
７．２°、又は９．５°、９．７°、２４．１°、２７．２°に主たる回折ピークを有す
ることが好ましく、分散時の安定性の面からは２６．２°付近にはピークを有さないこと
が好ましい。上述したオキシチタニウムフタロシアニンのなかでも、７．３°、９．６°
、１１．６°、１４．２°、１８．０°、２４．１°及び２７．２°、又は７．３°、９
．５°、９．７°、１１．６°、１４．２°、１８．０°、２４．２°及び２７．２°に
主たる回折ピークを有することがより好ましい。
【００３２】
　電荷発生物質として、無金属フタロシアニン化合物、又は金属含有フタロシアニン化合
物を用いた場合は比較的長波長のレーザー光、例えば、７８０ｎｍ近辺の波長を有するレ
ーザー光に対して高感度の感光体が得られる。また、モノアゾ、ジアゾ、トリスアゾ等の
アゾ顔料を用いた場合には、白色光、又は６６０ｎｍ近辺の波長を有するレーザー光、も
しくは比較的短波長のレーザー光（例えば、３８０ｎｍ～５００ｎｍの範囲の波長を有す
るレーザー光）に対して十分な感度を有する感光体を得ることができる。
【００３３】
　フタロシアニン化合物は単一の化合物のものを用いてもよいし、幾つかの混合又は混晶
状態のものを用いてもよい。ここでのフタロシアニン化合物ないしは結晶状態における混
合状態としては、それぞれの構成要素を後から混合したものを用いてもよいし、合成、顔
料化、結晶化等のフタロシアニン化合物の製造・処理工程において混合状態を生じさせた
ものでもよい。このような処理としては、酸ペースト処理・磨砕処理・溶剤処理等が知ら
れている。混晶状態を生じさせるためには、特開平１０－４８８５９号公報記載のように
、２種類の結晶を混合後に機械的に磨砕、不定形化した後に、溶剤処理によって特定の結
晶状態に変換する方法が挙げられる。
【００３４】
　機能分離型感光体における電荷発生層に用いられる結着樹脂の例としては、ポリビニル
ブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、ブチラールの一部がホルマールや、アセタ
ール等で変性された部分アセタール化ポリビニルブチラール樹脂等のポリビニルアセター
ル系樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、変性エーテ
ル系ポリエステル樹脂、フェノキシ樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリ塩化ビニリデン樹脂
、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリスチレン樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂、ポリアクリ
ルアミド樹脂、ポリアミド樹脂、ポリビニルピリジン樹脂、セルロース系樹脂、ポリウレ
タン樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニルピロ
リドン樹脂、カゼインや、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ヒドロキシ変性塩化ビニル
－酢酸ビニル共重合体、カルボキシル変性塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル
－酢酸ビニル－無水マレイン酸共重合体等の塩化ビニル－酢酸ビニル系共重合体、スチレ
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ン－ブタジエン共重合体、塩化ビニリデン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－アル
キッド樹脂、シリコン－アルキッド樹脂、フェノール－ホルムアルデヒド樹脂等の絶縁性
樹脂や、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリビニルアントラセン、ポリビニルペリレン
等の有機光導電性ポリマーの中から選択し、用いることが出来るが、これらポリマーに限
定されるものではない。また、これら結着樹脂は単独で用いても、２種類以上を混合して
用いてもよい。
　機能分離型感光体における電荷発生層は、具体的に、上述のバインダー樹脂を有機溶剤
に、電荷発生物質を分散させて塗布液を調整し、これを導電性支持体上に（下引き層を設
ける場合は下引き層上に）塗布することにより形成される。
【００３５】
　バインダー樹脂を溶解させ、塗布液の作製に用いられる溶媒、分散媒としては例えば、
ペンタン、ヘキサン、オクタン、ノナン等の飽和脂肪族系溶媒、トルエン、キシレン、ア
ニソール等の芳香族系溶媒、クロロベンゼン、ジクロロベンゼン、クロロナフタレン等の
ハロゲン化芳香族系溶媒、ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等のアミ
ド系溶媒、メタノール、エタノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、ベンジルアル
コール等のアルコール系溶媒、グリセリン、ポリエチレングリコール等の脂肪族多価アル
コール類、アセトン、シクロヘキサノン、メチルエチルケトン等の鎖状、及び環状ケトン
系溶媒、ギ酸メチル、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル等のエステル系溶媒、塩化メチレン、
クロロホルム、１，２―ジクロロエタン等のハロゲン化炭化水素系溶媒、ジエチルエーテ
ル、ジメトキシエタン、テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン、メチルセルソルブ、
エチルセルソルブ等の鎖状、及び環状エーテル系溶媒、アセトニトリル、ジメチルスルホ
キシド、スルフォラン、ヘキサメチルリン酸トリアミド等の非プロトン性極性溶媒、ｎ－
ブチルアミン、イソプロパノールアミン、ジエチルアミン、トリエタノールアミン、エチ
レンジアミン、トリエチレンジアミン、トリエチルアミン等の含窒素化合物、リグロイン
等の鉱油、水などが挙げられ、前述の下引き層を溶解しないものが好ましく用いられる。
またこれらは単独、又は２種以上を併用しても用いることが可能である。
【００３６】
　機能分離型感光体の電荷発生層において、前記結着樹脂と電荷発生物質との配合比（質
量）は、バインダー樹脂１００質量部に対して１０から１０００質量部、好ましくは３０
から５００質量部の範囲であり、その膜厚は通常０．１μｍから１０μｍ、好ましくは０
．１５μｍから０．６μｍである。電荷発生物質の比率が高過ぎると、電荷発生物質の凝
集等により塗布液の安定性が低下する虞がある。一方、電荷発生物質の比率が低過ぎると
、感光体としての感度の低下を招く虞がある。
【００３７】
　前記電荷発生物質を分散させる方法としては、ボールミル分散法、アトライター分散法
、サンドミル分散法等の公知の分散方法を用いることが出来る。この際粒子を０．５μｍ
以下、好ましくは０．３μｍ以下、より好ましくは０．１５μｍ以下の粒子サイズに微細
化することが有効である。
【００３８】
　＜電荷輸送層＞
　＜バインダー樹脂＞
　電荷発生層と電荷輸送層を有する機能分離型感光体の電荷輸送層、及び単層型感光体の
感光層形成の際は、膜強度確保のためバインダー樹脂が使用される。機能分離型感光体の
電荷輸送層の場合、電荷輸送物質と各種バインダー樹脂とを溶剤に溶解、あるいは分散し
て得られる塗布液、また、単層型感光体の場合、電荷発生物質と電荷輸送物質と各種バイ
ンダー樹脂を溶剤に溶解、あるいは分散して得られる塗布液を塗布、乾燥して得ることが
出来る。本発明で用いられるバインダー樹脂は、カルボン酸末端値が100μ当量／g以上、
500μ当量／g以下であるポリアリレート樹脂を含有する。
【００３９】
　カルボン酸末端値としては小さすぎると接着性の効果が少ないため、100μ当量／ｇ以
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上であり、150μ当量／ｇ以上が好ましい。大きすぎるとバインダーに必要な強度を持た
せるために十分な分子量の樹脂を合成することが困難になるため、500μ当量／ｇ以下で
あり、300μ当量／ｇ以下が好ましい。
　カルボン酸末端値は、精秤したポリアリレート樹脂をベンジルアルコールに加熱溶解し
、０．０１Ｎ－ＮａＯＨベンジルアルコール溶液で滴定することにより定量することがで
きる。本発明におけるカルボン酸末端値は実施例に記載の＜カルボン酸（－ＣＯＯＨ）末
端値の測定方法＞で測定される値であり、この中には樹脂中の残存モノマー等の酸成分も
含まれる可能性があるが、それらも含めてカルボン酸末端値と定義する。
【００４０】
　遊離の残存モノマーの含有量は液体クロマトグラフやガスクロマトグラフ等の手法で分
析することができるが、通常の手法で製造したポリアリレート樹脂では、カルボン酸末端
値に対して残存モノマーによる酸成分は十分に少ないのでカルボン酸末端値としては無視
することができる。
　カルボン酸末端値の100μ当量／ｇ以上500μ当量／g以下のポリアリレート樹脂を得る
方法としては、ビスフェノール成分と酸ハライド成分を基質として重合反応する場合には
、後述する製造方法の例において、（Ａ）～（Ｄ）のいずれかを満たすことが挙げられる
。（Ａ）酸ハライド成分／フェノール成分のモル比を１．０３～１．１０として酸ハライ
ド成分を過剰に用いること、（Ｂ）触媒をビスフェノール成分の３モル％～８モル％とし
て過剰に用いること、（Ｃ）３０～４０度以下の温度条件で重合すること、（Ｄ）末端停
止剤として４-ヒドロキシ安息香酸のようなカルボキシル基を持った１価フェノールを用
いること等が挙げられる。
【００４１】
　この中でも（Ａ）酸ハライド成分を過剰に用いる方法が、比較的簡便な方法であり、他
の手法に比べて電気特性に影響を与える成分が生成する副反応がおこる可能性が小さいの
で好ましい。
　界面重合法による製造の場合は、例えば、２価フェノール化合物をアルカリ水溶液に溶
解した溶液と、芳香族ジカルボン酸クロライド化合物を溶解したハロゲン化炭化水素の溶
液とを混合する。この際、触媒として、４級アンモニウム塩もしくは４級ホスホニウム塩
を存在させることも可能である。重合温度は０℃～４０℃の範囲、重合時間は２時間～２
０時間の範囲であるのが生産性の点で好ましい。重合終了後、水相と有機相とを分離し、
有機相中に溶解しているポリマーを公知の方法で、洗浄、回収することにより、目的とす
る樹脂が得られる。
【００４２】
　界面重合法で用いられるアルカリ成分としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カ
リウム等のアルカリ金属の水酸化物等を挙げることができる。アルカリ成分の使用量とし
ては、反応系中に含まれるフェノール性水酸基の１．０１倍当量～３倍当量の範囲が好ま
しい。ハロゲン化炭化水素としては、例えば、ジクロロメタン、クロロホルム、１，２－
ジクロロエタン、トリクロロエタン、テトラクロロエタン、ジクロロベンゼン等が挙げら
れる。
【００４３】
　触媒として用いられる４級アンモニウム塩もしくは４級ホスホニウム塩としては、例え
ば、トリブチルアミンやトリオクチルアミン等の３級アルキルアミンの塩酸、臭素酸、ヨ
ウ素酸等の塩；ベンジルトリエチルアンモニウムクロライド、ベンジルトリメチルアンモ
ニウムクロライド、ベンジルトリブチルアンモニウムクロライド、テトラエチルアンモニ
ウムクロライド、テトラブチルアンモニウムクロライド、テトラブチルアンモニウムブロ
マイド、トリオクチルメチルアンモニウムクロライド、テトラブチルホスホニウムブロマ
イド、トリエチルオクタデシルホスホニウムブロマイド、Ｎ－ラウリルピリジニウムクロ
ライド、ラウリルピコリニウムクロライド等が挙げられる。
【００４４】
　また、界面重合法では、分子量調節剤を使用することができる。分子量調節剤としては
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、例えば、フェノール、ｏ，ｍ，ｐ－クレゾール、ｏ，ｍ，ｐ－エチルフェノール、ｏ，
ｍ，ｐ－プロピルフェノール、ｏ，ｍ，ｐ－（ｔｅｒｔ－ブチル）フェノール、ペンチル
フェノール、ヘキシルフェノール、オクチルフェノール、ノニルフェノール、２，６－ジ
メチルフェノール誘導体、２－メチルフェノール誘導体等のアルキルフェノール類；ｏ，
ｍ，ｐ－フェニルフェノール等の１官能性のフェノール；酢酸クロライド、酪酸クロライ
ド、オクチル酸クロライド、塩化ベンゾイル、ベンゼンスルホニルクロライド、ベンゼン
スルフィニルクロライド、スルフィニルクロライド、ベンゼンホスホニルクロライドやそ
れらの置換体等の１官能性酸ハロゲン化物等が挙げられる。これら分子量調節剤の中でも
、分子量調節能が高く、かつ溶液安定性の点で好ましいのは、ｏ，ｍ，ｐ－（ｔｅｒｔ－
ブチル）フェノール、２，６－ジメチルフェノール誘導体、２－メチルフェノール誘導体
である。特に好ましくは、ｐ－（ｔｅｒｔ－ブチル）フェノール、２，３，６－トリメチ
ルフェノール、２，３，５－トリメチルフェノールである。
【００４５】
　また、２価フェノールをアルカリ溶液中で酸化させないために、酸化防止剤を添加する
ことができる。酸化防止剤としては、例えば、亜硫酸ナトリウム、ハイドロサルファイト
（次亜硫酸ナトリウム）、二酸化硫黄、亜硫酸カリウム、亜硫酸水素ナトリウム等が挙げ
られる。これらの中でも、酸化防止の効果及び環境負荷の低減からもハイドロサルファイ
トが特に好ましい。酸化防止剤の使用量としては、全２価フェノールに対して、０．０１
質量％以上、１０．０質量％以下が好ましい。更に好ましくは０．１質量％以上、５質量
％以下である。含有量が少なすぎると酸化防止効果が不十分の可能性があり、多すぎると
ポリエステル中に残存してしまい電気特性に悪影響する場合がある。
【００４６】
　ポリエステル樹脂の重合後の精製方法は、本発明の効果を著しく損なわない限り任意の
方法を用いることができるが、例えば、ポリエステル樹脂の溶液を水酸化ナトリウム、水
酸化カリウム等のアルカリ水溶液；塩酸、硝酸、リン酸等の酸水溶液；水等で洗浄した後
、静置分離、遠心分離等により分液する方法が挙げられる。
　また他の精製方法としては、例えば、生成したポリエステル樹脂の溶液を、ポリエステ
ル樹脂が不溶の溶媒中に析出させる方法、ポリエステル樹脂の溶液を温水中に分散させ溶
媒を留去する方法、又はポリエステル樹脂溶液を吸着カラム等に流通させる方法等により
精製してもよい。
【００４７】
　精製後のポリエステル樹脂は、ポリエステル樹脂が不溶の水、アルコールその他有機溶
媒中に析出させるか、ポリエステル樹脂の溶液を温水又はポリエステル樹脂が不溶の分散
媒中で溶媒を留去するか、加熱、減圧等により溶媒を留去することにより取り出してもよ
いし、スラリー状で取り出した場合は遠心分離器、濾過器とうにより固体を取り出すこと
もできる。
【００４８】
　得られたポリエステル樹脂は、通常ポリエステル樹脂の分解温度以下の温度で乾燥する
が、好ましくは２０℃以上、樹脂の溶融温度以下で乾燥することができる。このとき減圧
下で乾燥することが好ましい。
　乾燥時間は残存溶媒等の不純物の純度が一定以下になるまでの時間以上行うことが好ま
しく、具体的には、残存溶媒が通常１０００ｐｐｍ以下、好ましくは３００ｐｐｍ以下、
更に好ましくは１００ｐｐｍ以下になる時間以上乾燥する。
【００４９】
　また、本発明中のポリエステル樹脂に含まれる遊離の２価カルボン酸量は、その量は特
に限定されないが、５０ｐｐｍ以下であることが好ましく、１０ｐｐｍ以下であることが
より好ましい。遊離の２価カルボン酸含有量が５０ｐｐｍを超える場合、感光体の電気特
性が悪化したり、画像評価に現れる異物となったりする場合がある。感光体の電気特性・
画像特性の観点からは、遊離の２価カルボン酸量は少ないほどよいが、ポリエステル樹脂
の安定性の観点からは、０．０１ｐｐｍ以上であることが好ましく、０．１ｐｐｍ以上で
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あることが特に好ましい。
【００５０】
　更に、本発明中のポリエステル樹脂に含有される遊離の２価フェノールについては、そ
の量は特に限定されないが、感光体の電気特性の観点からは、１００ｐｐｍ以下が好まし
く、５０ｐｐｍ以下が更に好ましい。製造の簡便性からは、０．００１ｐｐｍ以上が好ま
しく、０．０１ｐｐｍ以上が更に好ましい。
　ポリアリレート樹脂の粘度平均分子量Ｍｖは、特に限定されないが、下限は通常１０，
０００以上、好ましくは１５，０００以上、更に好ましくは４０，０００以上であり、上
限は、通常２００，０００以下、好ましくは１５０，０００以下、より好ましくは１００
，０００以下である。粘度平均分子量が過度に小さいと、感光層の機械的強度が低下し実
用的ではない。また、粘度平均分子量が過度に大きいと、感光層を適当な膜厚に塗布形成
する事が困難である。
【００５１】
　感光層に含まれるポリアリレート樹脂の構造としては、下記一般式（１）で表される構
造単位を含むものが好ましい。公知の方法により、例えば二価ヒドロキシアリール成分と
ジカルボン酸成分とを重合することにより製造することができる。
【００５２】
【化２】

【００５３】
　（式（１）中、Ａｒ１～Ａｒ４はそれぞれ独立に置換基を有していてもよいアリーレン
基を表し、Ｘは単結合、酸素原子、硫黄原子、又はアルキレン基を表す。sは０以上２以
下の整数を表す。Ｙは、単結合、酸素原子、硫黄原子、又はアルキレン基を表す。）
　上記式（１）中、Ａｒ１～Ａｒ４は、それぞれ独立に、置換基を有してもよいアリーレ
ン基を表す。アリーレン基が有する炭素数としては、通常６以上であり、また、その上限
は、通常２０以下、好ましくは１０以下、より好ましくは６である。炭素数が多すぎる場
合、製造コストが高くなり、電気特性も悪化する恐れがある。
【００５４】
　Ａｒ１～Ａｒ４の具体例としては、１，２－フェニレン基、１，３－フェニレン基、１
，４－フェニレン基、ナフチレン基、アントリレン基、フェナントリレン基等が挙げられ
る。中でも、アリーレン基としては、電気特性の観点から、１，４－フェニレン基が好ま
しい。アリーレン基は１種を単独で用いてもよく、２種以上を任意の比率及び組み合わせ
で用いてもよい。
【００５５】
　また、Ａｒ１～Ａｒ４の置換基としては、アルキル基、アリール基、ハロゲン基、アル
コキシ基等が挙げられる。中でも、感光層用のバインダー樹脂としての機械的特性と感光
層形成用塗布液に対する溶解性とを勘案すれば、アルキル基としてはメチル基、エチル基
、プロピル基、イソプロピル基が好ましく、アリール基としてはフェニル基、ナフチル基
が好ましく、ハロゲン基としてフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が好ましく
、アルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基が好まし
い。なお、置換基がアルキル基である場合、そのアルキル基の炭素数は通常１以上、また
、通常１０以下、好ましくは８以下、より好ましくは２以下である。
【００５６】
　より詳しくは、Ａｒ３及びＡｒ４は、それぞれ独立に置換基の数は０以上２以下が好ま
しく、接着性の観点から置換基を有することがより好ましく、中でも、耐磨耗性の観点か
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しく、メチル基が特に好ましい。
　一方、Ａｒ１及びＡｒ２は、それぞれ独立して、置換基の数は０以上２以下が好ましく
、耐磨耗性の観点から置換基を有さないことがより好ましい。
【００５７】
　また、上記式（１）において、Ｙは、単結合、酸素原子、硫黄原子、又はアルキレン基
である。アルキレン基としては、－ＣＨ２－、－ＣＨ（ＣＨ３）－、－Ｃ（ＣＨ３）２－
、シクロヘキシレンが好ましく、より好ましくは、－ＣＨ２－、－ＣＨ（ＣＨ３）－、－
Ｃ（ＣＨ３）２－、シクロヘキシレンであり、特に好ましくは－ＣＨ２－、－ＣＨ（ＣＨ

３）－である。
【００５８】
　また、上記式（１）において、Ｘは単結合、酸素原子、硫黄原子、又はアルキレン基で
あって、中でも、Ｘは、酸素原子であることが、カルボン酸末端の酸性が弱くなるため、
電気特性への影響が小さくなるので好ましい。その際、ｓは０か１であることが原料の入
手がしやすいために好ましく、感光体の耐久性のためには１であることが好ましい。
　ｓが１の場合に好ましいジカルボン酸残基の具体的としては、ジフェニルエーテル－２
，２'－ジカルボン酸残基、ジフェニルエーテル－２，３'－ジカルボン酸残基、ジフェニ
ルエーテル－２，４'－ジカルボン酸残基、ジフェニルエーテル－３，３'－ジカルボン酸
残基、ジフェニルエーテル－３，４'－ジカルボン酸残基、ジフェニルエーテル－４，４'
－ジカルボン酸残基等が挙げられる。これらの中でも、ジカルボン酸成分の製造の簡便性
を考慮すれば、ジフェニルエーテル－２，２'－ジカルボン酸残基、ジフェニルエーテル
－２，４'－ジカルボン酸残基、ジフェニルエーテル－４，４'－ジカルボン酸残基がより
好ましく、ジフェニルエーテル－４，４'－ジカルボン酸残基が特に好ましい。
【００５９】
　ｓが０の場合のジカルボン酸残基の具体例としては、フタル酸残基、イソフタル酸残基
、テレフタル酸残基、トルエン－２，５－ジカルボン酸残基、ｐ－キシレン－２，５－ジ
カルボン酸残基、ナフタレン－１，４－ジカルボン酸残基、ナフタレン－２，３－ジカル
ボン酸残基、ナフタレン－２，６－ジカルボン酸残基、ビフェニル－２，２'－ジカルボ
ン酸残基、ビフェニル－４，４'－ジカルボン酸残基が挙げられ、好ましくは、フタル酸
残基、イソフタル酸残基、テレフタル酸残基、ナフタレン－１，４－ジカルボン酸残基、
ナフタレン－２，６－ジカルボン酸残基、ビフェニル－２，２'－ジカルボン酸残基、ビ
フェニル－４，４'－ジカルボン酸残基であり、特に好ましくは、イソフタル酸残基、テ
レフタル酸残基であり、これらのジカルボン酸残基を複数組み合わせて用いることも可能
である。好ましい具体例としては、下記式（３）、（４）で表される構造単位を有するポ
リアリレート樹脂が挙げられる。式（３）、（４）中、イソフタル酸残基とテレフタル酸
残基の比率は通常５０：５０であるが、任意に変更することができる。その場合、テレフ
タル酸残基の比率が高い程、電気特性の観点からは好ましい。
【００６０】
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【化３】

【００６１】
　なお、式（１）の繰り返し構造と他の繰り返し構造とを有する場合、式（１）の繰り返
し構造が、繰り返しユニットの個数として７０％以上であることが好ましく、８０％以上
であることがより好ましく、９０％以上であることが特に好ましい。特に好ましくは、式
（１）の繰り返し構造のみを有する場合、すなわち、本発明を構成する繰り返し構造が、
繰り返しユニットの個数として１００％である場合である。
ポリアリレート樹脂が有する構造単位として好ましいものは、以下に記載するものが挙げ
られる。ポリアリレート樹脂が有しうる構造単位は、以下に記載する構造に限定されない
。また、下記構造の１種を単独で含んでもよく、２種以上を任意の比率及び組み合わせで
含んでもよい。
・ｋが０の場合の繰返し構造
【００６２】
【化４】

【００６３】
・ｋが１の場合の繰り返し構造 
【００６４】
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【化５】

【００６５】
　＜電荷輸送物質＞
　電荷輸送物質としては、トリフェニルアミン化合物を感光層（電荷輸送層）に含有する
。トリフェニルアミン化合物が、化学的に安定であるので本発明のポリアリレート樹脂の
カルボン酸末端の影響を受けずに電荷輸送能を発揮できる。トリフェニルアミン構造を含
む化合物であれば、特に限定されず、任意の物質を用いることが可能である。公知の電荷
輸送物質の例としては、２，４，７－トリニトロフルオレノン等の芳香族ニトロ化合物、
テトラシアノキノジメタン等のシアノ化合物、ジフェノキノン等のキノン化合物等の電子
吸引性物質、カルバゾール誘導体、インドール誘導体、イミダゾール誘導体、オキサゾー
ル誘導体、ピラゾール誘導体、チアジアゾール誘導体、ベンゾフラン誘導体等の複素環化
合物、アニリン誘導体、ヒドラゾン誘導体、芳香族アミン誘導体、スチルベン誘導体、ブ
タジエン誘導体、及びこれらの化合物の複数種が結合したもの、あるいはこれらの化合物
からなる基を主鎖又は側鎖に有する重合体等の電子供与性物質等が挙げられる。これらの
中でも、カルボン酸末端の影響を受けにくいことからカルバゾール誘導体、芳香族アミン
誘導体、スチルベン誘導体、ブタジエン誘導体及びこれらの化合物の複数種が結合したも
のが好ましい。これらの電荷輸送物質は、何れか１種を単独で用いても良く、２種以上を
任意の組み合わせで併用しても良い。
【００６６】
　電荷輸送物質の好適な具体例を以下に示す。下記の化合物において、Ｒは同一でも、そ
れぞれ異なっていてもよい。具体的には、水素原子、アルキル基、アルコキシ基、フェニ
ル基、アリールアルキル等が好ましい。特に好ましくは、メチル基、エチル基又はベンジ
ル基である。また、ｎは０以上２以下の整数である。
　なお、以下の例示物は、電荷輸送物質の具体例であり、その他の電荷輸送物質は以下の
ものに限定されない。
【００６７】
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【００６８】
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【００６９】
　電荷輸送物質としては移動度の観点から以下の化合物が好ましい。π共役系が広がって
いることにより、高い電子輸送能を有し、特に本願のポリアリレート樹脂と組合せること
により電気特性と接着性の両立をした感光体を得ることができる。
【００７０】
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【００７１】
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【００７２】
　バインダー樹脂と電荷輸送物質の割合は、単層型、積層型共に、通常、バインダー樹脂
１００質量部に対して２０質量部以上、残留電位低減の観点から３０質量部以上が好まし
く、更に繰り返し使用時の安定性、電荷移動度の観点から、４０質量部以上がより好まし
い。また、一方で感光層の熱安定性の観点から、通常は１５０質量部以下、更に電荷輸送
物質とバインダー樹脂の相溶性の観点からは好ましくは１００質量部以下、更に耐刷性の
観点からは７０質量部以下がより好ましく、耐傷性の観点からは５０質量部以下が特に好
ましい。特に電荷輸送物質が５０質量部以下の場合には、感光層の収縮が顕著になり感光
層が浮き上がりやすくなる。また、感光層表面もより平面となるためアンカー効果も得ら
れないため、接着性が悪化しやすく、本願のポリアリレート樹脂と組合せることにより接
着性の悪化が起因する電気特性の不良などを抑制することができる。
【００７３】
　積層型感光体の場合、電荷輸送層の膜厚は特に制限されないが、長寿命、画像安定性の
観点、更には高解像度の観点から、通常５μｍ以上、好ましくは１０μｍ以上、一方、通
常５０μｍ以下、好ましくは４５μｍ以下、更に好ましくは３０μｍ以下の範囲とする。
【００７４】
　＜単層型感光層＞
　単層型感光層は、電荷発生物質と電荷輸送物質に加えて、機能分離型感光体の電荷輸送
層と同様に、バインダー樹脂を使用して形成する。具体的には、電荷発生物質と電荷輸送
物質と各種バインダー樹脂とを溶剤に溶解又は分散して塗布液を作成し、導電性支持体上
（下引き層を設ける場合は下引き層上）に塗布、乾燥して得ることが出来る。
　電荷輸送物質及びバインダー樹脂の種類並びにこれらの使用比率は、積層型感光体の電
荷輸送層について説明したものと同様である。これらの電荷輸送物質及びバインダー樹脂
からなる電荷輸送媒体中に、更に電荷発生物質が分散される。
　電荷発生物質は、積層型感光体の電荷発生層について説明したものと同様のものが使用
できる。但し、単層型感光体の感光層の場合、電荷発生物質の粒子径を十分に小さくする
必要がある。具体的には、通常１μｍ以下、好ましくは０．５μｍ以下の範囲とする。
【００７５】
　単層型感光層内に分散される電荷発生物質の量は、少な過ぎると十分な感度が得られな
い一方で、多過ぎると帯電性の低下、感度の低下等の弊害があることから、単層型感光層
全体に対して、通常０．５質量％以上、好ましくは１質量％以上、また、通常５０質量％
以下、好ましくは２０質量％以下の範囲で使用される。
　また、単層型感光層におけるバインダー樹脂と電荷発生物質との使用比率は、バインダ
ー樹脂１００質量部に対して電荷発生物質が通常０．１質量部以上、好ましくは１質量部
以上、また、通常３０質量部以下、好ましくは１０質量部以下の範囲とする。
【００７６】
　単層型感光層の膜厚は、通常５μｍ以上、好ましくは１０μｍ以上、また、通常１００
μｍ以下、好ましくは５０μｍ以下の範囲である。
　なお、積層型感光体、単層型感光体ともに、感光層又はそれを構成する各層には、成膜
性、可撓性、塗布性、耐汚染性、耐ガス性、耐光性などを向上させる目的で、周知の酸化
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防止剤、可塑剤、紫外線吸収剤、電子吸引性化合物、レベリング剤、可視光遮光剤などを
含有させてもよい。
【００７７】
　＜その他の機能層＞
　積層型、あるいは単層型感光体では、その最表層に、感光層の損耗を防止し、帯電器等
からの発生する放電物質等による感光層の劣化を防止・軽減する目的で保護層を設けても
よい。保護層は導電性材料を適当な結着樹脂中に含有させて形成するか、特開平９－１９
０００４号公報、特開平１０－２５２３７７号公報の記載のようなトリフェニルアミン骨
格等の電荷輸送能を有する化合物を用いた共重合体を用いることが出来る。
【００７８】
　保護層に用いる導電性材料としては、ＴＰＤ（Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ビス
－（ｍ－トリル）ベンジジン）等の芳香族アミノ化合物、酸化アンチモン、酸化インジウ
ム、酸化錫、酸化チタン、酸化錫－酸化アンチモン、酸化アルミ、酸化亜鉛等の金属酸化
物などを用いることが可能であるが、これに限定されるものではない。
　保護層に用いる結着樹脂としてはポリアミド樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹
脂、エポキシ樹脂、ポリケトン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリビニルケトン樹脂、ポ
リスチレン樹脂、ポリアクリルアミド樹脂、シロキサン樹脂等の公知の樹脂を用いること
ができ、また、特開平９－１９０００４号公報記載のようなトリフェニルアミン骨格等の
電荷輸送能を有する骨格と上記樹脂の共重合体を用いることも出来る。本願の感光層にお
けるポリアリレート樹脂は、接着性が良好なため熱可塑性のポリアミド樹脂、ポリエステ
ル樹脂、及びポリカーボネート樹脂を用いることができる。
　保護層の電気抵抗は、通常１０９Ω・ｃｍ以上、１０１４Ω・ｃｍ以下の範囲とする。
電気抵抗が該範囲より高くなると、残留電位が上昇しカブリの多い画像となってしまう一
方、前記範囲より低くなると、画像のボケ、解像度の低下が生じてしまう。また、保護層
は像露光の際に照射される光の透過を実質上妨げないように構成されなければならない。
【００７９】
　また、感光体表面の摩擦抵抗や、摩耗を低減、トナーの感光体から転写ベルト、紙への
転写効率を高める等の目的で、表面層にフッ素系樹脂、シリコーン樹脂、ポリエチレン樹
脂等、又はこれらの樹脂からなる粒子や無機化合物の粒子を含有させても良い。或いは、
これらの樹脂や粒子を含む層を新たに表面層として形成しても良い。
【００８０】
　＜各層の形成方法＞
　上記した感光体を構成する各層は、含有させる物質を溶剤に溶解又は分散させて得られ
た塗布液を、導電性支持体上に浸漬塗布、スプレー塗布、ノズル塗布、バーコート、ロー
ルコート、ブレード塗布等の公知の方法により、各層ごとに順次塗布・乾燥工程を繰り返
すことにより形成される。
【００８１】
　塗布液の作製に用いられる溶媒又は分散媒に特に制限は無いが、具体例としては、メタ
ノール、エタノール、プロパノール、２－メトキシエタノール等のアルコール類、テトラ
ヒドロフラン、１，４－ジオキサン、ジメトキシエタン等のエーテル類、ギ酸メチル、酢
酸エチル等のエステル類、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、４－メト
キシ－４－メチル－２－ペンタノン等のケトン類、ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳
香族炭化水素類、ジクロロメタン、クロロホルム、１，２－ジクロロエタン、１，１，２
－トリクロロエタン、１，１，１－トリクロロエタン、テトラクロロエタン、１，２－ジ
クロロプロパン、トリクロロエチレン等の塩素化炭化水素類、ｎ－ブチルアミン、イソプ
ロパノールアミン、ジエチルアミン、トリエタノールアミン、エチレンジアミン、トリエ
チレンジアミン等の含窒素化合物類、アセトニトリル、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ，Ｎ－
ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド等の非プロトン性極性溶剤類等が挙げられ
る。また、これらは１種を単独で用いてもよいし、２種以上を任意の組み合わせ及び種類
で併用してもよい。
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【００８２】
　溶媒又は分散媒の使用量は特に制限されないが、各層の目的や選択した溶媒・分散媒の
性質を考慮して、塗布液の固形分濃度や粘度等の物性が所望の範囲となるように適宜調整
するのが好ましい。
　例えば、単層型感光体、及び機能分離型感光体の電荷輸送層の場合には、塗布液の固形
分濃度を通常５質量％以上、好ましくは１０質量％以上、また、通常４０質量％以下、好
ましくは３５質量％以下の範囲とする。また、塗布液の粘度を使用時の温度において通常
１０ｍＰａ・ｓ以上、好ましくは５０ｍＰａ・ｓ以上、また、通常５００ｍＰａ・ｓ以下
、好ましくは４００ｍＰａ・ｓ以下の範囲とする。
【００８３】
　また、積層型感光体の電荷発生層の場合には、塗布液の固形分濃度は、通常０．１質量
％以上、好ましくは１質量％以上、また、通常１５質量％以下、好ましくは１０質量％以
下の範囲とする。また、塗布液の粘度は、使用時の温度において、通常０．０１ｍＰａ・
ｓ以上、好ましくは０．１ｍＰａ・ｓ以上、また、通常２０ｍＰａ・ｓ以下、好ましくは
１０ｍＰａ・ｓ以下の範囲とする。
【００８４】
　これらの感光体を構成する各層は、前記方法により得られた塗布液を、支持体上に公知
の塗布方法を用い、各層ごとに塗布・乾燥工程を繰り返し、順次塗布していくことにより
形成される。塗布液の塗布方法としては、浸漬コーティング法、スプレーコーティング法
、スピナーコーティング法、ビードコーティング法、ワイヤーバーコーティング法、ブレ
ードコーティング法、ローラーコーティング法、エアーナイフコーティング法、カーテン
コーティング法等が挙げられるが、他の公知のコーティング法を用いることも可能である
。
【００８５】
　塗布液の乾燥は、室温における指触乾燥後、通常３０℃以上、２００℃以下の温度範囲
で、１分から２時間の間、静止又は送風下で加熱乾燥させることが好ましい。また、加熱
温度は一定であってもよく、乾燥時に温度を変更させながら加熱を行っても良い。
【００８６】
　[画像形成装置]
　次に、本発明の電子写真感光体を用いた画像形成装置（本発明の画像形成装置）の実施
の形態について、装置の要部構成を示す図１を用いて説明する。但し、実施の形態は以下
の説明に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない限り任意に変形して実施す
ることができる。
【００８７】
　図１に示すように、画像形成装置は、電子写真感光体１，帯電装置２，露光装置３及び
現像装置４を備えて構成され、更に、必要に応じて転写装置５，クリーニング装置６及び
定着装置７が設けられる。
　電子写真感光体１は、上述した本発明の電子写真感光体であれば特に制限はないが、図
１ではその一例として、円筒状の導電性支持体の表面に上述した感光層を形成したドラム
状の感光体を示している。この電子写真感光体１の外周面に沿って、帯電装置２，露光装
置３，現像装置４，転写装置５及びクリーニング装置６がそれぞれ配置されている。
【００８８】
　帯電装置２は、電子写真感光体１を帯電させるもので、電子写真感光体１の表面を所定
電位に均一帯電させる。帯電装置としては、コロトロンやスコロトロン等のコロナ帯電装
置、電圧印加された直接帯電部材を感光体表面に接触させて帯電させる直接帯電装置（接
触型帯電装置）帯電ブラシ等の接触型帯電装置などがよく用いられる。直接帯電手段の例
としては、帯電ローラ、帯電ブラシ等の接触帯電器などが挙げられる。なお、図１では、
帯電装置２の一例としてローラ型の帯電装置（帯電ローラ）を示している。直接帯電手段
として、気中放電を伴う帯電、あるいは気中放電を伴わない注入帯電いずれも可能である
。また、帯電時に印可する電圧としては、直流電圧だけの場合、及び直流に交流を重畳さ
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せて用いることもできる。
【００８９】
　露光装置３は、電子写真感光体１に露光を行なって電子写真感光体１の感光面に静電潜
像を形成することができるものであれば、その種類に特に制限はない。具体例としては、
ハロゲンランプ、蛍光灯、半導体レーザーやＨｅ－Ｎｅレーザー等のレーザー、ＬＥＤな
どが挙げられる。また、感光体内部露光方式によって露光を行なうようにしてもよい。露
光を行なう際の光は任意であるが、例えば波長が７８０ｎｍの単色光、波長６００ｎｍ～
７００ｎｍのやや短波長寄りの単色光、波長３８０ｎｍ～５００ｎｍの短波長の単色光な
どで露光を行なえばよい。これらの中で３８０～５００ｎｍの短波長光を用いると解像度
が高くなり好ましい。中でも４０５ｎｍの単色光が好適である。
【００９０】
　現像装置４は、その種類に特に制限はなく、カスケード現像、一成分絶縁トナー現像、
一成分導電トナー現像、二成分磁気ブラシ現像などの乾式現像方式や、湿式現像方式など
の任意の装置を用いることができる。図１では、現像装置４は、現像槽４１、アジテータ
４２、供給ローラ４３、現像ローラ４４、及び、規制部材４５からなり、現像槽４１の内
部にトナーＴを貯留している構成となっている。また、必要に応じ、トナーＴを補給する
補給装置（図示せず）を現像装置４に付帯させてもよい。この補給装置は、ボトル、カー
トリッジなどの容器からトナーＴを補給することが可能に構成される。
【００９１】
　供給ローラ４３は、導電性スポンジ等から形成される。現像ローラ４４は、鉄，ステン
レス鋼，アルミニウム，ニッケルなどの金属ロール、又はこうした金属ロールにシリコン
樹脂，ウレタン樹脂，フッ素樹脂などを被覆した樹脂ロールなどからなる。この現像ロー
ラ４４の表面には、必要に応じて、平滑加工や粗面加工を加えてもよい。
　現像ローラ４４は、電子写真感光体１と供給ローラ４３との間に配置され、電子写真感
光体１及び供給ローラ４３に各々当接している。供給ローラ４３及び現像ローラ４４は、
回転駆動機構（図示せず）によって回転される。供給ローラ４３は、貯留されているトナ
ーＴを担持して、現像ローラ４４に供給する。現像ローラ４４は、供給ローラ４３によっ
て供給されるトナーＴを担持して、電子写真感光体１の表面に接触させる。
【００９２】
　規制部材４５は、シリコン樹脂やウレタン樹脂などの樹脂ブレード、ステンレス鋼、ア
ルミニウム、銅、真鍮、リン青銅などの金属ブレード、又はこうした金属ブレードに樹脂
を被覆したブレード等により形成されている。この規制部材４５は、現像ローラ４４に当
接し、ばね等によって現像ローラ４４側に所定の力で押圧（一般的なブレード線圧は５～
５００ｇ／ｃｍ）される。必要に応じて、この規制部材４５に、トナーＴとの摩擦帯電に
よりトナーＴに帯電を付与する機能を具備させてもよい。
【００９３】
　アジテータ４２は、回転駆動機構によってそれぞれ回転されており、トナーＴを攪拌す
るとともに、トナーＴを供給ローラ４３側に搬送する。アジテータ４２は、羽根形状、大
きさ等を違えて複数設けてもよい。
　転写装置５は、その種類に特に制限はなく、コロナ転写、ローラ転写、ベルト転写など
の静電転写法、圧力転写法、粘着転写法など、任意の方式を用いた装置を使用することが
できる。ここでは、転写装置５が電子写真感光体１に対向して配置された転写チャージャ
ー，転写ローラ，転写ベルト等から構成されるものとする。この転写装置５は、トナーＴ
の帯電電位とは逆極性で所定電圧値（転写電圧）を印加し、電子写真感光体１に形成され
たトナー像を記録紙（用紙，媒体）Ｐに転写するものである。
【００９４】
　クリーニング装置６について特に制限はなく、ブラシクリーナー、磁気ブラシクリーナ
ー、静電ブラシクリーナー、磁気ローラクリーナー、ブレードクリーナーなど、任意のク
リーニング装置を用いることができる。クリーニング装置６は、感光体１に付着している
残留トナーをクリーニング部材で掻き落とし、残留トナーを回収するものである。但し、
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感光体表面に残留するトナーが少ないか、殆ど無い場合には、クリーニング装置６は無く
ても構わない。
【００９５】
　定着装置７は、上部定着部材（定着ローラ）７１及び下部定着部材（定着ローラ）７２
から構成され、定着部材７１又は７２の内部には加熱装置７３が備えられている。なお、
図１では、上部定着部材７１の内部に加熱装置７３が備えられた例を示す。上部及び下部
の各定着部材７１，７２は、ステンレス，アルミニウムなどの金属素管にシリコンゴムを
被覆した定着ロール、更にテフロン（登録商標）樹脂で被覆した定着ロール、定着シート
などが公知の熱定着部材を使用することができる。更に、各定着部材７１，７２は、離型
性を向上させる為にシリコーンオイル等の離型剤を供給する構成としてもよく、バネ等に
より互いに強制的に圧力を加える構成としてもよい。
【００９６】
　記録紙Ｐ上に転写されたトナーは、所定温度に加熱された上部定着部材７１と下部定着
部材７２との間を通過する際、トナーが溶融状態まで熱加熱され、通過後冷却されて記録
紙Ｐ上にトナーが定着される。
　なお、定着装置についてもその種類に特に限定はなく、ここで用いたものをはじめ、熱
ローラ定着、フラッシュ定着、オーブン定着、圧力定着など、任意の方式による定着装置
を設けることができる。
【００９７】
　以上のように構成された電子写真装置では、次のようにして画像の記録が行なわれる。
即ち、まず感光体１の表面（感光面）が、帯電装置２によって所定の電位（例えば－６０
０Ｖ）に帯電される。この際、直流電圧により帯電させても良く、直流電圧に交流電圧を
重畳させて帯電させてもよい。
　続いて、帯電された感光体１の感光面を、記録すべき画像に応じて露光装置３により露
光し、感光面に静電潜像を形成する。そして、その感光体１の感光面に形成された静電潜
像の現像を、現像装置４で行なう。
【００９８】
　現像装置４は、供給ローラ４３により供給されるトナーＴを、規制部材（現像ブレード
）４５により薄層化するとともに、所定の極性（ここでは感光体１の帯電電位と同極性で
あり、負極性）に摩擦帯電させ、現像ローラ４４に担持しながら搬送して、感光体１の表
面に接触させる。
　現像ローラ４４に担持された帯電トナーＴが感光体１の表面に接触すると、静電潜像に
対応するトナー像が感光体１の感光面に形成される。そしてこのトナー像は、転写装置５
によって記録紙Ｐに転写される。この後、転写されずに感光体１の感光面に残留している
トナーが、クリーニング装置６で除去される。
【００９９】
　トナー像の記録紙Ｐ上への転写後、定着装置７を通過させてトナー像を記録紙Ｐ上へ熱
定着することで、最終的な画像が得られる。
　なお、画像形成装置は、上述した構成に加え、例えば除電工程を行なうことができる構
成としても良い。除電工程は、電子写真感光体に露光を行なうことで電子写真感光体の除
電を行なう工程であり、除電装置としては、蛍光灯、ＬＥＤ等が使用される。また除電工
程で用いる光は、強度としては露光光の３倍以上の露光エネルギーを有する光である場合
が多い。
【０１００】
　また、画像形成装置は更に変形して構成してもよく、例えば、前露光工程、補助帯電工
程などの工程を行なうことができる構成としたり、オフセット印刷を行なう構成としたり
、更には複数種のトナーを用いたフルカラータンデム方式の構成としてもよい。
　なお、電子写真感光体１を、帯電装置２、露光装置３、現像装置４、転写装置５、クリ
ーニング装置６、及び定着装置７のうち１つ又は２つ以上と組み合わせて、一体型のカー
トリッジ（以下適宜「電子写真感光体カートリッジ」という）として構成し、この電子写
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真感光体カートリッジを複写機やレーザービームプリンタ等の電子写真装置本体に対して
着脱可能な構成にしてもよい。この場合、例えば電子写真感光体１やその他の部材が劣化
した場合に、この電子写真感光体カートリッジを画像形成装置本体から取り外し、別の新
しい電子写真感光体カートリッジを画像形成装置本体に装着することにより、画像形成装
置の保守・管理が容易となる。
【実施例】
【０１０１】
　以下、製造例、実施例及び比較例を挙げて、本発明を更に詳細に説明する。なお、以下
の実施例は本発明を詳細に説明するために示すものであり、本発明はその趣旨に反しない
限り以下の実施例に限定されるものではない。
【０１０２】
　製造例１（樹脂Ａ１）
　１０００ｍＬビーカーに水酸化ナトリウム１９．８４ｇと水９４０ｍＬを量り取り、攪
拌しながら溶解させた。そこに１，１－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）エ
タン４８．７２ｇを添加、攪拌、溶解した後、このアルカリ水溶液を２Ｌ反応槽に移した
。次いで、ベンジルトリエチルアンモニウムクロライド０．５４０９ｇ及び２，３，５－
トリメチルフェノール１．４５３９ｇを順次反応槽に添加した。別途、ジフェニルエーテ
ル－４，４’－ジカルボン酸クロライド６５．９２ｇとジクロロメタン４７０ｍＬの混合
溶液を滴下ロート内に移した。重合槽の外温を２０℃に保ち、反応槽内のアルカリ水溶液
を攪拌しながら、滴下ロートよりジクロロメタン溶液を１時間かけて滴下した。更に５時
間攪拌を続けた後、ジクロロメタン７８３ｍＬを加え、撹拌を７時間続けた。その後、酢
酸８．１０ｍＬを加え３０分攪拌した後、攪拌を停止し有機層を分離した。この有機層を
０．１Ｎ水酸化ナトリウム水溶液９４２ｍＬにて洗浄を２回行い、次に０．１Ｎ塩酸９４
２ｍＬにて洗浄を２回行い、更に水９４２ｍＬにて洗浄を２回行った。洗浄後の有機層を
メタノール６２６６ｍＬに注いで得られた沈殿物を濾過にて取り出し、乾燥して樹脂Ａ１
を得た。樹脂Ａ１の単位構造を以下に示す。この樹脂の粘度平均分子量は３７２００であ
った。
【０１０３】

【化１０】

【０１０４】
　製造例２（樹脂Ａ２）
　１０００ｍＬビーカーに水酸化ナトリウム２０．４１ｇと水９４０ｍＬを量り取り、攪
拌しながら溶解させた。そこに１，１－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）エ
タン５０．１２ｇを添加、攪拌、溶解した後、このアルカリ水溶液を２Ｌ反応槽に移した
。次いで、ベンジルトリエチルアンモニウムクロライド０．５５６４ｇ及び２，３，５－
トリメチルフェノール１．４９５６ｇを順次反応槽に添加した。別途、ジフェニルエーテ
ル－４，４’－ジカルボン酸クロライド６４．０４ｇとジクロロメタン４７０ｍＬの混合
溶液を滴下ロート内に移した。その後は製造例１と同様の操作を実施して樹脂Ａ２を得た
。樹脂Ａ２の粘度平均分子量は４５１００であった。
【０１０５】
　製造例３（樹脂Ａ３）
　１０００ｍＬビーカーに水酸化ナトリウム２０．５９ｇと水９４０ｍＬを量り取り、攪
拌しながら溶解させた。そこに１，１－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）エ
タン５０．５５ｇを添加、攪拌、溶解した後、このアルカリ水溶液を２Ｌ反応槽に移した
。次いで、ベンジルトリエチルアンモニウムクロライド０．５６１２ｇ及び２，３，５－
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トリメチルフェノール１．５０８６ｇを順次反応槽に添加した。別途、ジフェニルエーテ
ル－４，４’－ジカルボン酸クロライド６３．４６ｇとジクロロメタン４７０ｍＬの混合
溶液を滴下ロート内に移した。その後は製造例１と同様の操作を実施して樹脂Ａ３を得た
。樹脂Ａ３の粘度平均分子量は３９６００であった
【０１０６】
　製造例４（樹脂Ａ４）
　１０００ｍＬビーカーに水酸化ナトリウム１９．６６ｇと水９４０ｍＬを量り取り、攪
拌しながら溶解させた。そこに１，１－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）エ
タン４８．２７ｇを添加、攪拌、溶解した後、このアルカリ水溶液を２Ｌ反応槽に移した
。次いで、ベンジルトリエチルアンモニウムクロライド０．５３５９ｇ及び２，３，５－
トリメチルフェノール１．４４０５ｇを順次反応槽に添加した。別途、ジフェニルエーテ
ル－４，４’－ジカルボン酸クロライド６６．５２ｇとジクロロメタン４７０ｍＬの混合
溶液を滴下ロート内に移した。その後は製造例１と同様の操作を実施して樹脂Ａ４を得た
。樹脂Ａ４の粘度平均分子量は３７１００であった。
【０１０７】
　製造例５（樹脂Ｂ１）
　１０００ｍＬビーカーに水酸化ナトリウム２４．２０ｇと水９４０ｍＬを量り取り、攪
拌しながら溶解させた。そこに２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プ
ロパン６３．２１ｇを添加、攪拌、溶解した後、このアルカリ水溶液を２Ｌ反応槽に移し
た。次いで、ベンジルトリエチルアンモニウムクロライド０．６５６４ｇ及び２，３，５
－トリメチルフェノール１．４１０５ｇを順次反応槽に添加した。別途、テレフタル酸ク
ロライド２７．３８ｇ、イソフタル酸クロライド２７．３８ｇとジクロロメタン４７０ｍ
Ｌの混合溶液を滴下ロート内に移した。その後は製造例１と同様の操作を実施して樹脂Ｂ
１を得た。樹脂Ｂ１の単位構造を以下に示す。樹脂Ｂ１の粘度平均分子量は１７５００で
あった。
【０１０８】
【化１１】

【０１０９】
　製造例６（樹脂Ｂ２）
　１０００ｍＬビーカーに水酸化ナトリウム２４．７７ｇと水９４０ｍＬを量り取り、攪
拌しながら溶解させた。そこに２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プ
ロパン６４．６９ｇを添加、攪拌、溶解した後、このアルカリ水溶液を２Ｌ反応槽に移し
た。次いで、ベンジルトリエチルアンモニウムクロライド０．６７１７ｇ及び２，３，５
－トリメチルフェノール１．４４３４ｇを順次反応槽に添加した。別途、テレフタル酸ク
ロライド２６．２４ｇ、イソフタル酸クロライド２６．２４ｇとジクロロメタン４７０ｍ
Ｌの混合溶液を滴下ロート内に移した。その後は製造例１と同様の操作を実施して樹脂Ｂ
２を得た。樹脂Ｂ２の粘度平均分子量は３４０００であった。
【０１１０】
　製造例７（樹脂Ｃ１）
　１０００ｍＬビーカーに水酸化ナトリウム２０．９８ｇと水９４０ｍＬを量り取り、攪
拌しながら溶解させた。そこに１，１－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）エ
タン２０．６７ｇ、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン２５．６３ｇを添加、攪拌、
溶解した後、このアルカリ水溶液を２Ｌ反応槽に移した。次いで、ベンジルトリエチルア
ンモニウムクロライド０．５７０４ｇ及び２，３，５－トリメチルフェノール１．３６５
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０ｇを順次反応槽に添加した。別途、ジフェニルエーテル－４，４’－ジカルボン酸クロ
ライド６９．５９ｇとジクロロメタン４７０ｍＬの混合溶液を滴下ロート内に移した。そ
の後は製造例１と同様の操作を実施して樹脂Ｃ１を得た。樹脂Ｃ１の単位構造を以下に示
す。樹脂Ｃ１の粘度平均分子量は３３６００であった。
【０１１１】
【化１２】

【０１１２】
　製造例８（樹脂Ｃ２）
　１０００ｍＬビーカーに水酸化ナトリウム２１．７１ｇと水９４０ｍＬを量り取り、攪
拌しながら溶解させた。そこに１，１－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）エ
タン２１．３９ｇ、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン２６．５２ｇを添加、攪拌、
溶解した後、このアルカリ水溶液を２Ｌ反応槽に移した。次いで、ベンジルトリエチルア
ンモニウムクロライド０．５９０２ｇ及び２，３，５－トリメチルフェノール１．４１２
４ｇを順次反応槽に添加した。別途、ジフェニルエーテル－４，４’－ジカルボン酸クロ
ライド６７．４３ｇとジクロロメタン４７０ｍＬの混合溶液を滴下ロート内に移した。そ
の後は製造例１と同様の操作を実施して樹脂Ｃ２を得た。樹脂Ｃ２の粘度平均分子量は４
０３００であった。
【０１１３】
　＜末端カルボン酸（－ＣＯＯＨ）基量の測定方法＞
トールビーカーに約０．４ｇのポリアリレート樹脂を精秤し、ベンジルアルコール２５ｍ
Ｌ加え、１９５℃のオイルバスにて加熱溶解させた。完全溶解を確認の上、オイルバスか
ら取り出し溶液を冷却した。冷却後エチルアルコール２ｍＬをトールビーカーの壁を伝わ
せ静かに入れた。
【０１１４】
　この溶液を、自動滴定装置（ＧＴ１００、三菱化学製）を用い、０．０１Ｎ－ＮａＯＨ
ベンジルアルコール溶液で滴定した。
　別途、溶媒のベンジルアルコールのみを０．０１Ｎ－ＮａＯＨベンジルアルコール溶液
で滴定しブランク値を求めた。
　また、０．０１Ｎ－ＮａＯＨベンジルアルコール溶液のファクターは、下記の方法で求
めた。
（１）０．１Ｎ　塩酸（ＨＣＬ）（容量分析用試薬　既知規定液（ＦＨＣＬ）１０ｍＬを
ホールピペットで正確に１００ｍＬメスフラスコに入れ、脱塩水で標線を合わせ均一混合
した。
（２）（１）の調製液１、２、４ｍＬをホールピペットで正確に滴定用トールビーカに秤
取る。
（３）それぞれにベンジルアルコール２５ｍＬ、エチルアルコール２ｍＬを加える。
（４）自動滴定装置（ＧＴ１００、三菱化学製）を用い、０．０１Ｎ－ＮａＯＨベンジル
アルコール溶液で滴定した。
（５）計算：（１）の塩酸調整液量（Ｘ軸）に対するＮａＯＨベンジルアルコール滴定液
量（Ｙ軸）をプロットし、その傾きをＳとする。
０．０１Ｎ－ＮａＯＨベンジルアルコール溶液のファクターＦ＝ＦＨＣＬ／Ｓ
〔計算〕
・末端ＣＯＯＨ基（μｅｑ／ｇ）＝{（Ａ－Ｂ）×Ｆ×１０}／Ｗ
Ａ：測定滴定量（ｍＬ）
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Ｂ：ブランク滴定量（ｍＬ）
Ｆ：０．０１Ｎ　ＮａＯＨベンジルアルコール液のファクター
Ｗ：ポリアリレート樹脂量（ｇ）
　樹脂Ａ１～Ａ４、Ｂ１～Ｂ２、Ｃ１～Ｃ２のカルボン酸末端値を以下表－１に示す。
【０１１５】
【表１】

【０１１６】
　＜電気特性評価用感光体の製造＞
　実施例１（感光体Ｘ１）
　二軸延伸ポリエチレンテレフタレート樹脂フィルム（厚み７５μｍ）の表面にアルミニ
ウム蒸着層（厚み７００Å）を形成した導電性支持体を用い、その支持体の蒸着層上に、
以下の下引き層用分散液を、バーコーターにより、乾燥後の膜厚が１．２５μｍとなるよ
うに塗布し、乾燥させ下引き層を形成した。
【０１１７】
　平均一次粒子径４０ｎｍのルチル型酸化チタン（石原産業社製「ＴＴＯ５５Ｎ」）と該
酸化チタンに対して３質量％のメチルジメトキシシランをボールミルにて混合して得られ
たスラリーを乾燥後、更にメタノールで洗浄、乾燥して得られた疎水性処理酸化チタンを
、メタノール／１－プロパノールの混合溶媒中でボールミルにより分散させることにより
、疎水化処理酸化チタンの分散スラリーとなし、該分散スラリーと、メタノール／１－プ
ロパノール／トルエン（質量比７／１／２）の混合溶媒、及び、ε－カプロラクタム／ビ
ス（４－アミノ－３－メチルフェニル）メタン／ヘキサメチレンジアミン／デカメチレン
ジカルボン酸／オクタデカメチレンジカルボン酸（組成モル％７５／９．５／３／９．５
／３）からなる共重合ポリアミドのペレットを加熱しながら撹拌、混合してポリアミドペ
レットを溶解させた後、超音波分散処理を行うことにより、疎水性処理酸化チタン／共重
合ポリアミドを質量比３／１で含有する固形分濃度１８．０％の分散液とした。
【０１１８】
　電荷発生材料として、図２（Ｄ型）に示すＣｕＫα特性Ｘ線に対する粉末Ｘ線回折スペ
クトルパターンを有するチタニウムオキシフタロシアニン２０部と１，２－ジメトキシエ
タン２８０部を混合し、サンドグラインドミルで２時間粉砕して微粒化分散処理を行った
。続いて、ポリビニルブチラールの４％１，２－ジメトキシエタン溶液５００部と１，２
－ジメトキシエタン２００部を混合して分散液を調製した。この分散液を前記下引き層上
にバーコーターで塗布して、乾燥後の膜厚が０．４μmとなるように電荷発生層を形成し
た。
【０１１９】
　次にこのフィルム上に、下記に示す構造を主成分とする、幾何異性体の化合物群からな
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Ｍ－１）を５０部、及び樹脂Ａ１（ＣＯＯＨ値１５９μ当量／ｇ）を１００部と、酸化防
止剤（イルガノックス１０７６：３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロピオン酸オクタデシル）を８部、及びレベリング剤としてシリコーンオイ
ル０．０５部をテトラヒドロフラン／トルエン（８／２）混合溶媒６４０部に溶解させた
液を塗布し、１２５℃で２０分間乾燥し、乾燥後の膜厚が２５μmとなるように電荷輸送
層を設け感光体を作製した。この感光体を感光体Ｘ１とする。
【０１２０】
【化１３】

【０１２１】
　比較例１（感光体Ｘ２）
　樹脂Ａ１の代わりに樹脂Ａ２（ＣＯＯＨ値５３μ当量／ｇ）を用いた以外、実施例１と
同様に作成した感光体を感光体Ｘ２とする
　比較例２（感光体Ｘ３）
　樹脂Ａ１の代わりに樹脂Ａ３（ＣＯＯＨ値２４μ当量／ｇ）を用いた以外、実施例１と
同様に作成した感光体を感光体Ｘ３とする。
【０１２２】
　＜感光体の電気特性の評価＞
　電子写真学会測定標準に従って作製された電子写真特性評価装置（続電子写真技術の基
礎と応用、電子写真学会編、コロナ社、４０４－４０５頁記載）を使用し、上記感光体を
アルミニウム製ドラムに貼り付けて円筒状にし、アルミニウム製ドラムと感光体のアルミ
ニウム基体との導通を取った上で、ドラムを一定回転数で回転させ、帯電、露光、電位測
定、除電のサイクルによる電気特性評価試験を行った。
【０１２３】
　その際、初期表面電位を－７００Ｖとし、露光は７８０ｎｍ、除電は６６０ｎｍの単色
光を用いた。７８０ｎｍの光を１．０μＪ／ｃｍ２照射した時点の表面電位（ＶＬ）、及
び感度を表す指標として、表面電位を－３５０Ｖまで半減させるのに必要な露光量（半減
露光量）を測定した。ＶＬ測定に際しては、露光－電位測定に要する時間を１００ｍｓと
した。測定環境は、温度２５℃、相対湿度５０％下で行った。感度（半減露光量）及びＶ
Ｌの値の絶対値が小さいほど電気特性が良好であることを示す。電気特性の結果を表－２
に示す。
【０１２４】
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【表２】

【０１２５】
　＜接着性試験用感光体の製造＞
　実施例２（感光体Ｙ１）
　アルミ蒸着したポリエチレンテレフタレートフィルムの代わりに、厚さ０．５ｍｍのア
ルミ板を用いた上に、下引き層なしに直接基板上に実施例１と同じ電荷発生層、電荷輸送
層を形成して接着性試験用感光体Ｙ１を作製した。
【０１２６】
　比較例３（感光体Ｙ２）
　アルミ蒸着したポリエチレンテレフタレートフィルムの代わりに、厚さ０．５ｍｍのア
ルミ板を用いた上に、下引き層なしに直接基板上に比較例１と同じ電荷発生層、電荷輸送
層を形成して接着性試験用感光体Ｙ２を作製した。
【０１２７】
　比較例４（感光体Ｙ３）
　アルミ蒸着したポリエチレンテレフタレートフィルムの代わりに、厚さ０．５ｍｍのア
ルミ板を用いた上に下引き層なしに直接基板上に比較例２と同じ電荷発生層、電荷輸送層
を形成して接着性試験用感光体Ｙ３を作製した。
【０１２８】
　＜接着性試験＞
　この接着性試験用感光体上に、ＮＴカッターを用いて、２ｍｍ間隔で縦に６本、横に６
本切り込みを入れ、５×５の２５マスを作製した。その上からセロテープ（登録商標）（
ニチバン製）を貼り付け、接着面に対し９０゜に引き上げることで、感光層の接着性を試
験した。これを２箇所行い、計５０マスのうち、支持体上に残存した感光層のマス数を残
存マス数とした。残存マス数が多いほど接着性は良好である。結果を表－３に示す。
【０１２９】
【表３】

【０１３０】
　実施例３（感光体Ｙ４）
　実施例２と同じようにして樹脂Ａ１の代わりに樹脂Ａ４（ＣＯＯＨ値２１５μ当量／ｇ
）を用いて作成した感光体を感光体Ｙ４とする
【０１３１】
　実施例４（感光体Ｙ５）
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　実施例２と同じようにして樹脂Ａ１の代わりに樹脂Ａ３とＡ４の混合品（質量比３／７
）（平均ＣＯＯＨ値１５８μ当量／ｇ）を用いて作成した感光体を感光体Ｙ５とする
【０１３２】
　比較例５（感光体Ｙ６）
　実施例２と同じようにして樹脂Ａ１の代わりに樹脂Ａ３とＡ４の混合品（質量比８／２
）（平均ＣＯＯＨ値６２μ当量／ｇ）を用いて作成した感光体を感光体Ｙ６とする
これらＹ４～６の3点の感光体を用いて、上述と同様に接着性試験を実施した。結果を表
－４に示す。
【０１３３】
【表４】

【０１３４】
　実施例５（感光体Ｙ７）
　厚さ０．５ｍｍのアルミ板上に、以下の電荷発生層、電荷輸送層を形成して接着性試験
用の感光体を作成した
　電荷発生材料として、図２に示すＣｕＫα特性Ｘ線に対する粉末Ｘ線回折スペクトルパ
ターンを有するチタニウムオキシフタロシアニン２０部と１，２－ジメトキシエタン２８
０部を混合し、サンドグラインドミルで２時間粉砕して微粒化分散処理を行った。続いて
、ポリビニルブチラールの４％１，２－ジメトキシエタン溶液２５０部と１，２－ジメト
キシエタン４５０部を混合して分散液を調製した。この分散液を前記アルミ板上にバーコ
ーターで塗布して、乾燥後の膜厚が０．４μmとなるように電荷発生層を形成した。
【０１３５】
　次に、電荷輸送材料として実施例１で使用した混合物（ＣＴＭ－１）を５０部、及び樹
脂Ｂ１（ＣＯＯＨ値１９１μ当量／ｇ）を１００部と、酸化防止剤（イルガノックス１０
７６：３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸オ
クタデシル）を８部、及びレベリング剤としてシリコーンオイル０．０５部をテトラヒド
ロフラン／トルエン（８／２）混合溶媒６４０部に溶解させた液を前記電荷発生層上に塗
布し、１２５℃で２０分間乾燥し、乾燥後の膜厚が２５μmとなるように電荷輸送層を設
け感光体を作製した。この感光体を感光体Ｙ７とする。
【０１３６】
　実施例６（感光体Ｙ８）
　実施例５と同じようにして、樹脂Ｂ１の代わりに樹脂Ｂ１とＢ２の混合品（質量比８／
２）（平均ＣＯＯＨ値１５５μ当量／ｇ）を用いて作成した感光体を感光体Ｙ８とする。
　比較例６（感光体Ｙ９）
　実施例５と同じようにして、樹脂Ｂ１の代わりに樹脂Ｂ１とＢ２の混合品（質量比２／
８）（平均ＣＯＯＨ値４８μ当量／ｇ）を用いて作成した感光体を感光体Ｙ９とする。
【０１３７】
　比較例７（感光体Ｙ１０）
　実施例５と同じようにして、樹脂Ｂ１の代わりに樹脂Ｂ２（ＣＯＯＨ値１２μ当量／ｇ
）を用いて作成した感光体を感光体Ｙ１０とする。
　これらＹ７～１０の４点の感光体を用いて上述と同様に接着性試験を実施した。結果を
表－５に示す。
【０１３８】
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【表５】

【０１３９】
　実施例７（感光体Ｙ１１）
　厚さ０．５ｍｍのアルミ板上に、以下の電荷発生層、電荷輸送層を形成して接着性試験
用の感光体を作成した
　電荷発生材料として、図２（Ｄ型）に示すＣｕＫα特性Ｘ線に対する粉末Ｘ線回折スペ
クトルパターンを有するチタニウムオキシフタロシアニン２０部と１，２－ジメトキシエ
タン２８０部を混合し、サンドグラインドミルで２時間粉砕して微粒化分散処理を行った
。続いて、ポリビニルブチラールの４％１，２－ジメトキシエタン溶液６００部と１，２
－ジメトキシエタン３００部を混合して分散液を調製した。この分散液を前記アルミ板上
にバーコーターで塗布して、乾燥後の膜厚が０．４μmとなるように電荷発生層を形成し
た。
【０１４０】
　次に、電荷輸送材料として実施例１で使用した混合物（ＣＴＭ－１）を５０部、及び樹
脂Ｃ１（ＣＯＯＨ値１９２μ当量／ｇ）を１００部と、レベリング剤としてシリコーンオ
イル０．０５部をテトラヒドロフラン／トルエン（８／２）混合溶媒６４０部に溶解させ
た液をこの上に塗布し、１２５℃で２０分間乾燥し、乾燥後の膜厚が２５μmとなるよう
に電荷輸送層を設け感光体を作製した。この感光体を感光体Ｙ１１とする。
【０１４１】
　比較例８（感光体Ｙ１２）
　実施例７と同じようにして樹脂Ｃ１の代わりに樹脂Ｃ２（ＣＯＯＨ値４６μ当量／ｇ）
を用いて作成した感光体を感光体Ｙ１２とする
　これらＹ１１、Ｙ１２の２点の感光体を用いて上述と同様に接着性試験を実施した。結
果を表－６に示す。
【０１４２】
【表６】

【０１４３】
　＜感光体ドラムの製造＞
　実施例８
　表面が鏡面仕上げされた外径３０ｍｍ、長さ２６０．５ｍｍ、肉厚０．７５ｍｍのアル
ミニウム製シリンダー上に、実施例１で用いた下引き層形成用塗布液、電荷発生層用塗布
液及び電荷輸送層用塗布液を、浸漬塗布法により順次塗布し、乾燥後の膜厚がそれぞれ、
１．５μｍ、０．４μｍ、２１μｍとなるように、下引き層、電荷発生層、電荷輸送層を
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【０１４４】
　この感光体ドラムＺ１を用いて、画像特性試験を行った。画像特性試験は、ヒューレッ
トパッカード社製カラープリンターＨＰ　Ｃｏｌｏｒ　ＬａｓｅｒＪｅｔ　４６５０ｄｎ
（クリーニングブレード、カウンター当接方式）を用いて行った。作製した感光体ドラム
Ｚ１とトナーとをシアン色用のプロセスカートリッジに装着し、このカートリッジをプリ
ンターに装着した。温度２５℃、湿度５０％環境下で画像形成を行い、得られた画像を目
視で確認したところ、良好な画像が得られた。また１枚目、１０００枚目の画像を目視で
確認したが変化は見られなかった。
【符号の説明】
【０１４５】
　１　　感光体（電子写真感光体）
　２　　帯電装置（帯電ローラ；帯電部）
　３　　露光装置（露光部）
　４　　現像装置（現像部）
　５　　転写装置
　６　　クリーニング装置（クリーニング部）
　７　　定着装置
　４１　現像槽
　４２　アジテータ
　４３　供給ローラ
　４４　現像ローラ
　４５　規制部材
　７１　上部定着部材（加圧ローラ）
　７２　下部定着部材（定着ローラ）
　７３　加熱装置
　Ｔ　　トナー
　Ｐ　　記録紙（用紙，媒体）
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